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要旨： 

教育 DX や教育データの利活用をめぐる動きは、盛んになっている。文部科学省は小中学校等での 1 人

1 台のパソコン等の活用を進める GIGA スクール構想[1]を 2019 年から進め、デジタル庁は「教育デー

タ利活用ロードマップ」[2]を 2022 年に策定している。教育データの利活用は、学習者の特性に合わせ

て自分らしい学び方を選べるようになる等、様々な可能性を秘めており利点は多い。一方、学習者の親

には、こどもの個人情報保護やデータを利活用されることに対する不安や懸念があることが想像される。 

そこで本研究は、教育データを利活用する際の目的の賛否、データ共有の許容範囲、データを共有する

場合の不安や懸念を明らかにすることを目的とする。 
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Abstract: 

There has been a growing movement towards digital transformation in education and the utilization 

of educational data. The utilization of educational data has many possibilities and benefits, such as 

allowing learners to choose their own learning methods based on their own characteristics. On the 

other hand, parents of learners are likely to have concerns about protecting their children's personal 

information and how their data will be used. Therefore, this study aims to clarify the pros and cons 

of the purposes for utilizing educational data, the acceptable extent of data sharing, and the anxieties 

and concerns regarding data sharing. 
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1. はじめに 

文部科学省は、小中学校等での 1 人 1 台のパソ

コン等の活用を進める GIGA スクール構想[1]を

2019 年から進め、併せて教育に関するデータの

有効な利活用として教育 DX（デジタル技術とデ

ータを活用して知見の共有と新たな教育価値の

創出を目指す政策）の推進を掲げ、枠組みやシス

テムをつくりはじめた[3]。教育データを巡る動き

は、文部科学省にとどまるものではなく、2021 年

9 月に発足したデジタル庁は、関係省庁（総務省、

文部科学省そして経済産業省）とともに、「教育デ

ータ利活用ロードマップ」を 2022 年 1 月に策定

した[2][4]。このように教育データの利活用に関

する推進が盛んになっている。一方、秋葉

(2024)[5]は、学習データは個人情報を含むため、

データ分析による教育改善には、個人情報保護と

の両立を図る必要があると述べている。また、高

谷(2024)[6]は、データ利活用に潜むリスクについ



て述べている。教育データの利活用は、学習者の

特性に合わせて自分らしい学び方を選べる等、

様々な可能性を秘めており利点は多い。一方、学

習者の親には、こどもの個人情報保護やデータが

利活用されることに対する不安や懸念があるこ

とが想像される。 

これらの背景に基づき、本研究は、自身のこど

もの教育データの利活用について、どのような目

的が賛成されるのか（利活用する際の目的の賛

否）、データを共有する場合に、どのくらいの範囲

までが許容できるのか（データ共有の許容範囲）、

データを共有する場合に不安や懸念はあるのか

を明らかにすることを目的とする。 

 

2. 関連研究 

教育 DX に関する関連研究として、稲垣ら

(2021)[7]は、初等中等教育における日本と海外の

DX の動向を調査した。鷹岡ら(2021)[8]は、初等

中等教育を対象にして、新たな教育（学習）モデ

ルやサービスの変革や拡張を創り出す学習支援

技術・授業支援技術の動向と今後の展望について

解説した。森本(2023)[9]は、教育 DX により、高

等教育における学習者の学びがどのようにチェ

ンジしたのか、機関はどう支援しようとしている

のかについて整理し明らかにした。常盤

(2021)[10]は、大学に焦点をあて、教員と ICT 基

盤が両輪となって推進する DX のフレームワーク

を提案し、そのフレームワークを用いて描いた大

学教育における DX の展望を示した。しかし、こ

れらは動向の調査にとどまり、実証はされていな

い。 

藤村(2023)[11]は、生成 AI の教育利用に着目し、

現職教員・教員養成系大学院生を対象に調査し、

生成AIの利用意向、教育利用の可能性と留意点、

求められる教育内容等について考察した。篠田

(2024)[12]は、全国の 18～69 歳男女に調査を行

い、学生の ChatGPT の不適切についても明らか

にしている。しかしこれらは生成 AI、ChatGPT

に着目した調査である。 

教育データの利活用に関する有識者会議（2021）

[13]は、教育データの利活用の目的（将来像の具

体的イメージ）として、教育データをフルに活用

するとどのような将来像が描けるかを示してい

る。例えば子供の視点では、「自身の学びや成長の

記録を一目で振り返り、強みや弱みを簡単に把握

することが可能」「興味のある分野を発展的に学

習」等を挙げている。教師の視点では、「子供一人

ひとりに関する様々なデータを一目で把握」「転

校・進学前の子供の様子も分かる」等を挙げてい

る。保護者の視点では、「子供の学校での様子を確

認」等を挙げている。学校設置の視点では、「学校

ごとのデータをリアルタイムで参照」「類似自治

体と比較し、施策改善が可能に」等を挙げている。

行政機関・大学等の研究機関の視点では、「これま

で分からなかった人の学習過程の解明に基づき、

新たな教授法・学習法を創出」「教員養成・研修等

に活用することで、教師の資質能力向上を推進」

等を挙げている。 

高谷（2024）[6]は、データ利活用に潜むリスク

について述べている。例えば「個人に関するデー

タの扱い」は、リスクへの正確な理解がないまま

懸念だけが先行すると、保護する側はリスクを少

しでも避けようと闇雲に物理的な規制措置に走

ることがある。そうなると逆にデータ利活用で本

来得られるはずだった恩恵が受けられなくなる

と述べている。さらに個人データ利活用を推進す

る側も、十分な理解や対策のないまま、ときに不

適切な扱いを行う事件も発生している。そうなる

とデータ利活用に対する社会からの理解はます

ます遠のく。個人情報をもつ企業や学校現場が、

個人に関する情報を適正に取り扱うルールとい

うのが分かりやすいと述べている。また「未来永

劫消し去ることのできない情報」として、デジタ

ルデータは永久的に保存可能なばかりか、一度拡

散してしまうと完全に削除することさえ不可能

である。更に、このような情報が進学や就職、結

婚など人生の転機、更には普段の私生活まで個人

の一生に影響し続ける可能性があると述べてい

る。さらに「情報隔離による自己決定の喪失」で

は、データ駆動による個人に対する分析結果は、



過去の似た属性の人のデータから類推される結

果に過ぎないということを改めて意識しておく

ことが必要である。自分が気付かない間に様々な

価値基準に接することが妨げられ、日々の思考が

加速的に偏っていくことになると述べている。

「勝手な個人の類型化による選択の束縛」では、

自分の知らないところで、推測に基づく類型化に

自分が勝手に当てはめられてしまうというおそ

れもある。その結果がときには自分の人生を縛る

ことになると述べている。 

このように、教育データを利活用することにつ

いての効果やリスクに関する研究はなされてい

る。しかしながら、データを提供する側（学習者）

やその親の利活用する目的に対する賛否や意識

についての調査は見当たらない。教育データは個

人のデータであり、データを提供してもらうこと

により効果を発揮する。そのため、データを提供

する側（学習者）やその親の利活用する目的に対

する賛否の把握や、不安や懸念を解消することが、

データの利活用に対する理解を深め、データを提

供してもらうことにつながると考える。データを

提供してくれる人が増えると、教育データの利活

用は効果を発揮すると考えるため、本研究では、

データ提供する側（学習者）の親の意識を仮説に

基づき検証することを目的とする。 

 

3. 調査項目 

 本章では、関連研究に基づいて調査項目の整理

をする。 

3.1. 教育データの利活用をする目的に関する 

調査項目 

教育データの利活用に関する有識者会議（2021）

[13]によると、教育データの利活用の目的（将来

像の具体的イメージ）を、①子どもの視点、②教

師の視点、③保護者の視点、④学校設置者の視点、

⑤行政機関・大学等の研究機関の視点で具体的に

示している。調査項目は、この①～⑤の視点で、

教育データの利活用をする目的について、それぞ

れどの程度賛成するかを問う設問を作成してい

る。 

3.2. 教育データを共有する際の許容範囲に 

関する調査項目 

 教育データの種類は様々あり、デジタル庁他

(2022) [2]、秋葉(2024) [5]に記載されている全て

の項目を調査することは難しい。次世代学校支援

モデル構築事業(2019)[14]は、活用されるデータ

の種類をまとめているため、この項目を使用する。

さらに「部活動の出席状況、成績」「子どもの興味

関心データ、進路希望」「学習過程のビデオ録画、

学習環境のセンサーデータ」の項目を追加してい

る。共有の範囲については、「親（あなた）」「学年

内」「学校内」「居住している市区町村内」「居住し

ている都道府県内」「全国（国内）」「全世界（国内

外）」「共有したくない」で作成している。 

3.3. 教育データを共有する際の不安や懸念に 

関する調査項目 

デジタル庁他(2022) [2] [15]、高谷（2024）[6]

を参考に、教育データを共有する際に、不安や懸

念に関する項目がどの程度気になるかを問う設

問を作成している。 

 

4. 仮説設定 

本章では、関連研究に基づいて仮説を設定する。

（仮説 1）教育データの利活用の目的は、こども

にとって役に立つ目的は賛成される。 

教育データの利活用に関する有識者会議（2021）

[13]によると、GIGA スクール構想により、児童

生徒 1人 1台の端末環境の実現が進む中、全ての

子供たちの可能性を引き出す「個別最適な学び」

と「協働的な学び」を実現していくため、教育デ

ータの効果的な利活用を促進するために必要な

方策について具体的な検討が必要であると述べ

ている。よって、教育データの利活用の目的はこ

どもにとって役に立つ目的は賛成されると考え

る。 

 

（仮説 2）教育データの利活用の目的に賛成する

親は、性別によらない。 

 こどもの教育データの利活用の目的の賛否に、

性別の差はないと考える。 



 

（仮説 3）教育データの利活用の目的に賛成する

親は、理系である。 

 理系の人の方が普段からデジタル機器を利用

している可能性が高く、利活用のイメージがしや

すいため、賛成する人が多いと考える。 

（仮説 4）教育データの利活用の目的に賛成する

親は、こどもの性別によらない。 

 仮説 2と同様に、教育データの利活用の目的の

賛否に、こどもの性別の差はないと考える。 

（仮説 5）教育データの利活用の目的は、高校に

おいて賛成される。 

 高校では「情報Ⅰ」の授業が必修になり、情報

に対して馴染みがある可能性があり、賛成される

と考える。 

 

5. 調査概要 

本章では、調査概要について述べる。 

5.1. 調査目的 

本調査の目的は、小学 4 年生～高校 3 年生の親

を対象に、自分のこどもがデジタル機器で学習し

た過程や成績等の教育データを利活用する目的

に対してどのように思うか、教育データを共有す

る場合にどのくらいの範囲までであればよいか、

教育データを共有する場合に気になる程度、どの

ような状況であれば教育データを共有してもよ

いと思うか、を聴取し、教育データの利活用に対

する目的の賛否、共有する際の範囲、不安や懸念

を明らかにすることである。 

5.2. 調査方法 

調査方法は、インターネット調査で 2025 年 1

月 10 日～14 日に実施している。調査対象は小学

4 年生～高校 3 年生のこどもを持つ親である。357

人の回答の分析を行う。質問項目は、自身のこど

もの教育データを利活用する目的に関する 21 項

目、各教育データを共有する際の許容範囲に関す

る 17 項目、教育データを共有する際の不安や懸

念に関する 10 項目等である 。属性に関する項目

は、性別、文系理系等の自身に関する 7 項目であ

る。 

 

6. 調査結果 

本章では、調査結果について述べる。 

6.1. 因子の抽出 

 作成した 21 項目を用いて因子分析（最尤法、

バリマックス回転）を行っている。累積寄与率は

71.0%であった。抽出された因子を表 1 に示す。

分析の結果、「①学校設置、行政機関・大学等の 

研究機関の視点（学校設置、行政機関・大学等の 

研究機関にとってのメリット）」、「②こども・保護

者の視点（こども・保護者にとってのメリット）」、

「③教師の視点（教師にとってのメリット）」の 3

因子が抽出された。 

 このことから、こどもや保護者にとって役に立

つ目的は賛成されると考えられる（仮説 1）。 

6.2. 属性における差異 

 親やこどもの属性による差異を確認するため

に、抽出した因子について、親の性別、親の文系

理系、こどもの性別、こどもの学校種別ごとに因

子得点の平均値を算出した。結果についてはそれ

ぞれ図 1、図 2、図 3、図 4に示す。 

 （仮説 2）親の性別について、ｔ検定を行った。

③教師の視点因子について、有意と確認された

(t(355)=1.982784,p<.05)（図 1）。このことから、

教師の視点の目的において賛成する属性は男性

（父親）よりも女性（母親）であると考えられる。 

 （仮説 3）親の文系理系について、t検定を行っ

たところ、有意差は確認されなかった（図 2）。こ

のことから、教育データの利活用の目的の賛否に

親の文系理系の差はないと考えられる。 

（仮説 4）こどもの性別について、t検定を行っ

たところ有意差は確認されなかった（図 3）。この

ことから、教育データの利活用の目的の賛否にこ

どもの性別の差はないと考えられる。 

（仮説 5）こどもの学校種別について、t検定を



 

表 1 因子分析結果 

 

図 1 親の性別による差異 

 

 

図 2 親の文系理系による差異 

 

図 3 こどもの性別による差異 

 

 

図 4 こどもの学校種別による差異 

 

 

因子名 質問項目 因子1 因子2 因子3

学校ごとのデータをリアルタイムで参照するため 0.601 0.353 0.408

学校への調査を負担なく簡単にするため 0.646 0.368 0.302

類似自治体と比較し、施策改善を可能にするため 0.736 0.308 0.372

学校指導要領の改訂などにデータを活用することで根拠に基づいた政策（EBPM）を実現するため 0.748 0.306 0.343

これまで分からなかった人の学習過程の解明に基づき、新たな教授法・学習法を創出するため 0.742 0.344 0.339

教員養成・研修等に活用することで、教師の資質能力向上を推進するため 0.816 0.264 0.279

お子様の学びや成長の記録を一目で振り返り、強みや弱点を簡単に振り返ることを可能にするため 0.293 0.776 0.190

お子様の興味のある分野を発展的に学習することを可能にするため 0.317 0.775 0.184

お子様の苦手分野克服や復習のためのレコメンドのため 0.188 0.791 0.306

お子様が不登校・病気で学習できなかった場合に、補うため 0.225 0.463 0.454

学校と家庭での学びなどをつなぐため 0.314 0.597 0.374

転校・進学しても何を学んだかを残すため 0.240 0.502 0.484

保護者がお子様の学校での様子を確認するため 0.358 0.441 0.361

保護者と学校との連絡を容易にするため 0.443 0.499 0.327

資格や履歴の証明等をデジタルで提示するため 0.322 0.463 0.513

教師が子ども一人ひとりに関する様々なデータを一目で把握するため 0.436 0.365 0.565

教師が「ノーマーク」だった児童生徒を早期発見、支援するため 0.358 0.247 0.664

学校全体でお子様の様子を把握し、支援するため 0.349 0.365 0.657

転校・進学前にお子様の様子を教師が把握するため 0.359 0.390 0.658

これまでの経験・知見と照合し、教師が成長するため 0.501 0.209 0.625

グッドプラクティスを共有し、教師の指導改善に活用するため 0.580 0.189 0.593

①学校設置、行政機関・大学等の

研究機関の視点

（学校設置、行政機関・大学等の

研究機関にとってのメリット）

③教師の視点

（教師にとってのメリット）

②こども・保護者の視点

（こども・保護者にとってのメリット）

男性 女性 男性 女性 男性 女性

平均 -0.055 0.045 -0.001 0.001 -0.102 0.083

-0.150

-0.100

-0.050

0.000

0.050

0.100

0.150

親の性別

②こども・保護者の視点 ③教師の視点①学校設置、研究機関の視点

因子得点

平均値

文系 理系 文系 理系 文系 理系

平均 0.015 -0.031 -0.004 0.008 -0.010 0.020

-0.150

-0.100

-0.050

0.000

0.050

0.100

0.150

親の文系理系

②こども・保護者の視点 ③教師の視点①学校設置、研究機関の視点

因子得点

平均値

男子 女子 男子 女子 男子 女子

平均 0.029 -0.027 0.014 -0.013 -0.042 0.040
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行ったところ、有意差は確認されなかった（図

4）。このことから、教育データの利活用の目的

の賛否に学校種別の差はないと考えられる。 

7. 考察 

7.1. 教育データを共有する場合の許容範囲 

各教育データについて、教育データを共有する

場合に、どのくらいの範囲までであればよいと思

うか、質問した結果を図 5に示す。多くの教育デ

ータにおいて、「学校内」までと 7～8割の人が回

答している。特に、家族構成、転居歴の情報であ

る「家族情報」については、「親（あなた）」まで

と回答した割合や、「共有したくない」の割合が高

く、機微な情報であることがうかがえる。一方、

教員に対して実施したアンケートの結果である

「教員アンケート」は「学校内」までと回答した

割合が他の教育データと比較すると低い。 

7.2. 教育データを共有する場合に気になる程度 

教育データを共有する場合に、各項目について

どの程度気になるかを質問した結果を図 6に示す。 

「個人が特定されること」「データが知らないう

ちに活用されること」「こどもの友達にデータが

知られてしまうこと」を気にする割合が約 8割程

度と高く、不安や懸念に感じている項目であると

考えられる。教育データを活用する際に同意を得

ることや、その後の取り扱いには注意が必要なこ

とがうかがえる。また、「データに頼りすぎてしま

い、先生や親が勉強方法や進路等を決めつけるこ

と」等のデータが集まった後のことを気にする割

合は、教育データの取り扱いを気にする割合より

も低い。「リスクを避けようとする人が多いため

に、データが集まらず、恩恵が得られなくなるこ

と」は 66.9%で、小中高生が回答した気になる割

合（「気になる」＋「やや気になる」=50.4%）と比

較すると高い。親の方が、こどもと比較して、教

育データは、多くの人が提供することにより効果

を発揮することを理解していると考えられる。 

7.3. 教育データを共有してもよいと思う状況 

どのような状況であれば、教育データを共有し

てもよいと思うか複数回答で質問した結果を図 7

に示す。「企業や学校が適切に教育データを取り

扱う」が約半数と多い。教育データを利活用する

ことのメリットよりも、まずは教育データが適切

に取り扱われるかどうかを気にしている様子が

うかがえる。 

 

図 5 教育データを共有する場合の許容範囲 
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図 6 教育データを共有する場合に気になる程度 

 

図 7 教育データを共有してもよいと思う状況 
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